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regression analyses, but in particular identifies 

the guideline that is vital for us to have a keen 

awareness of the issue of "securing of labor force" 

for future profit expansion.

　In addition, through grasping the present 

situation of artisans’ awareness of the traditional 

crafts producers’ cooperative using analyses of 

variance, the author not only provides the desirable 

future vision of the cooperative and what role it 

should achieve, but also presents the meaningful 

viewpoints on clarif ying the signif icance of 

existence.

１.　はじめに

１．１．研究の背景

　2017 年に発足した九州産業大学伝統みらい研究

センター（以下英字略称「MRTC」と表記する）の地

域産業研究部門は、地域産業全般の課題に対応す

るシンクタンクとしての役割を担うことを目標としてい

る。とりわけ九州地区の伝統的工芸品について詳細

な現状把握や的確な問題抽出を行った上で、実効性

のある戦略構築や支援策を提案し、伝統産業の振興

や発展に大いに寄与することが期待されている [ 釜堀 

2017]。本稿は伝統工芸産地が抱える問題点を抽出

し、問題構造を明らかにするとともに、今後実施すべ

き調査の範囲設定や方向性について提示することを目

的としている。

要旨

　本研究では、九州各産地の実態を尋ねるアンケート

調査の実施を通じて、伝統的工芸品産業に関わる事

業者の実態を把握し、各産地の事業者が抱える問題

点を統計的に抽出することに主眼を置いた。

　重回帰分析の結果、今後重要視すべき要素として、

将来的視野に立った「新規開拓による販路拡大」や「産

地ブランド力不足」などが抽出されたが、とりわけ利

益拡大に向けては「労働力の確保」という問題に明敏

な意識を持つことが肝要である、という指針を得た。

　さらに、伝統的工芸品の産地組合に対する事業者

の意識について、分散分析を用いて現状把握を行っ

た上で、今後の組合のあるべき姿や組合が果たすべ

き役割、ひいてはその存在意義を明確化するにあたっ

ての重要な着眼点を提示するに至った。

Summary

　This research takes particular note of statistically 

extracting the problems of each local producer in 

Kyushu area by understanding of the producers’ 

and artisans’ actual conditions involved with the 

traditional craft industry.

　The author ex tracts the impor tant factors 

which we should focus on such as "expansion of 

sales channels through new development” and 

“inadequate brand strength of production area” 

based on future perspectives, etc. by multiple 
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１．２．九州の伝統的工芸品産地の概要

　経済産業省の「伝統的工芸品の指定品目一覧」に

よると、2018 年 11 月現在、「伝統的工芸品産業の振

興に関する法律（伝産法）」に基づき指定される「伝

統的工芸品」は全国に 232 品目存在する。その内、

沖縄を除いた九州７県の伝統的工芸品は 21 品目（本

場大島紬は２県に重複しているが１品目と数える）に

上る。表１はその 21 品目の産地の概要を示すもので

あるが、このうち９品目を「陶磁器」が占めている。

続いて「織物」が３品目、「木工品・竹工品」と「仏壇・

仏具」がそれぞれ２品目、「人形・こけし」「金工品」

が各１品目で、残り３品目が「その他の工芸品」と分

類される。

２．研究の目的

　九州経済産業局や九州各県においては、伝統的工

芸品産業についての情報・資料を把握する組織が存

在していない現状がある [ 釜堀 2018]。MRTC では今

表１．九州における経済産業大臣指定の伝統的工芸品産地の概要

後、各産地が抱える問題点を抽出し、マーケティング、

ブランディング、販売促進など様々な観点から検討を

行うため、九州各産地の実態を尋ねるアンケート調査

を実施した。

　本研究の対象としている伝統的工芸品は中小零細

企業が主たる事業者として成り立っている産業で、顧

客ニーズよりもむしろ伝統的な技術に価値を見出して

いる売り手が多い、製品志向の産業である。よって、

顧客志向を重視する現代マーケティングの枠組みを

そのまま適用して分析することには注意が必要である

[ 上原 2015]。本稿では研究着手段階として各産地の

抱える問題点や重要視する点の把握に努めた。

　また、経済産業大臣が指定する伝統的工芸品の製

造事業者は「産地組合」に所属しているため、組合の

果たす役割は重要である。国は伝統的工芸品産業支

援補助金を交付する対象としての「組合等」及び「団

体等」について、いずれも伝産法で定める「特定製造

協同組合等（第４条第１項）」「販売協同組合等（第７
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条第１項）」「製造協同組合等（第４条第１項）」など

を指すとしている。本稿では、各産地の製造事業者

の組合に対する意識や組合の存在意義についても把

握を行うべく、回答を求めた。

３．調査概要と分析

３．１．調査の方法・時期・対象

　本調査対象者の抽出に関しては、釜堀 [2018] で示

された手続きを経て行われた。即ち、( 株 ) 帝国デー

タバンクに NTT ハローページに登録された約 1,500

社の九州の伝統工芸に関係している可能性があると

思われる事業者のリストアップを依頼し、この中で産

地が指定されている産地と明らかに異なる事業者や

国の伝統的工芸品産業に指定されていない品目につ

いて除外した。この作業を経て抽出された 862 社（福

岡県 204 社、佐賀県 201 社、長崎県 190 社、熊本

県 21社、大分県 58 社、宮崎県 0 社、鹿児島県188 社）

を調査対象とした。

　調査は付属資料１に表される質問紙への直接記入

方式で、2018 年 7 月 12 日から 9 月 8 日にかけて、

郵送により配布・回収する方法で実施した。合計 862

通の質問紙を配布し、回収された質問紙は 141 通（回

収率 16.36％）、有効回答は 135 通（有効回答回収率

15.66%）であった。有効回答の平均値は付属資料２

に表され、回答事業者の製造業種、従業員規模、年

間売上高の内訳は表２において表される。なお、質問

紙は MRTC のデータ解析チームが、釜堀 [1998] の「佐

賀県デザイン振興ビジョン調査」で用いた質問項目を

援用しながら、2018 年６月１日と同月 20 日に研究会

ミーティングを開催し作成したものである。

　質問紙では、「売上高・経常利益の過去３年間の平

表２　回答事業者の属性

均的な増減傾向」や「（自社開発や請負といった）業

務形態」、「業界全体の現在の状態と今後の見通し」「組

合の現状認識と企業活性化に与える影響の受け止め」

などを測定した。また、「自社で製品開発する際に重

要視する点」16 項目について「重要である」を５、「重

要でない」を１に、また「自社で生産する製品につい

て重要視する点」10 項目について「問題である」を５、

「問題でない」を１に、さらに「現状の問題点」「近い

将来に不安に感じる点」18 項目について「不安である」

を５、「不安でない」を１とする５点リッカート尺度で

回答を求めた。

３．２．「利益」に関する要因についての分析

３．２．１．重回帰分析の実施方針

　以上を踏まえて、釜堀 [2018] の方針に則り、事業

者評価の尺度として「利益」を重視し、事業者の抱え

る問題の構造と利益の関与する要因について分析を

行った。

　重回帰分析により、「売上高の過去３年間の平均的

な増減傾向（以下「売上高推移」とする）」「経常利益

の過去３年間の平均的な増減傾向（以下「経常利益推

移」とする）」「年間売上高」を目的変数に、「自社で

製品開発する際に重要視する点」と「自社で生産する
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製品について重要視する点」「現状の問題点」そして

「近い将来に不安に感じる点」の各質問項目を説明変

数とした重回帰式を求めた。これは上記３つの目的変

数に、どの評定項目が影響するかを明らかにすること

を目的としている。

　また、本稿では説明変数の選択方法として、逐次

変数選択法の一つであるステップワイズ法を用いた。

ステップワイズ法は、説明変数を順次投入しモデルの

説明状況を比較するものである。変数選択の基準は

F 値の有意水準が５% 以下の場合にモデルに投入する

こととした。その際、重回帰式の有意性について、有

意確率が十分に小さな値であることを確認し、さらに

多重共線性の検討を行った。多重共線性は各説明変

数間の相関係数の絶対値が 0.9 以上、並びに分散拡

大要因（Variance Inflation Factor、以下 VIFと表記）

が 10 以上の変数を検討対象とした。

　なお、分析には IBM SPSS Statistics 24 を用い、「売

上高推移」「経常利益推移」の尺度数値は逆転処理を

施した。

３．２．２．「売上高推移」を目的変数とした分析

　表３には「売上高推移」を目的変数とした集計結果

を示した。モデルの番号は表の下に示すように、説明

変数を順次投入したものに対応している。これより「現

状の問題点としての販路拡大（既存強化）」「労働力の
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表３　ステップワイズ法によるモデルの集計結果（分析Ａ） 表４　ステップワイズ法による重回帰分析結果（分析Ａ）

表５　符号逆転の説明変数を除いた重回帰分析結果（分析Ａ ´）

確保」「産地ブランドの確立」「企業のコンセプトづくり」

「（製品の）価格」「他社との差別化」の６項目による

モデル６について、重回帰分析の結果（分析Ａとする）

を表４に示す。

　６項目による重回帰式の有意性は、F = 8.021 で、

１% 水準で有意であった。重決定係数 R ２は 0.394、

自由度調整済み重決定係数 R＊２は 0.345 となり、偏

回帰係数とその有意性を見ると、ここで投入した６つ

の項目は１% ～５% の水準で有意となっていた。しか

し、目的変数と各説明変数との相関係数の符号条件

を見てみると、「企業のコンセプトづくり」の偏回帰係

数の符号と相関係数の符号が逆転していたため、この

説明変数を除いた上で重回帰分析を実施した。する

と、「他社との差別化」「（製品の）価格」の偏回帰係
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数が有意とならなかったため、これら２つの説明変数

も除いて再び重回帰分析を行った結果（分析Ａ´ とす

る）を表５に示す。

　３項目による重回帰式の有意性は、F = 9.986 で、

１% 水準で有意であった。重決定係数 R ２は 0.232、

自由度調整済み重決定係数 R＊２は 0.209 となり、偏

回帰係数とその有意性を見ると、ここで投入した３つ

の項目は１% ～５% の水準で有意となっていた。なお、

VIF を検討した結果、多重共線性の疑わしい変数は見

られず、各説明変数間の相関係数の絶対値は表６の

通りいずれも 0.9 未満であった。

　分析結果から求められる重回帰式は次の通りであ

る。

Y=4.509 － 0.480Xa1 － 0.281Xa2 ＋ 0.404Xa3

〔ただし Xa1：現状の問題点としての販路拡大（既存強

化）、Xa2：産地ブランドの確立、Xa3：労働力の確保〕

　以上の結果、「現状の問題点としての販路拡大（既

存強化）」「産地ブランドの確立」「労働力の確保」の

３項目はともに「売上高推移」に有意な影響を及ぼし

ていることが分かった。

３．２．３．「経常利益推移」を目的変数とした分析

　次に表７には「経常利益推移」を目的変数としたモ

デルの集計結果を示した。これより「現状の問題点と

しての販路拡大（既存強化）」「（製品の）価格」「将

来の不安としての販路拡大（新規開拓）」「情報収集力」

「他社との差別化」「現状の問題点としての良質の労働

力確保」「将来の不安としての産地ブランド力不足」「企

業のコンセプトづくり」の８項目によるモデル８につい

て、重回帰分析の結果（分析Ｂとする）を表８に示す。

表６　各説明変数間の相関係数（分析Ａ ´） 表７　ステップワイズ法によるモデル集計結果（分析Ｂ）

表８　ステップワイズ法による重回帰分析結果（分析Ｂ）

　重回帰式の有意性は、F =7.330 で、１% 水準で有

意であった。重決定係数 R２は 0.445、自由度調整済

み重決定係数 R＊２は 0.385 となり、偏回帰係数とそ

の有意性を見ると、ここで投入した６つの項目は１%

～５% の水準で有意あるいは 10% の水準で有意傾向



が認められた。しかし、目的変数と各説明変数との

相関係数の符号条件を見てみると、「将来の不安とし

ての販路拡大（新規開拓）」「企業のコンセプトづくり」

「情報収集力」の偏回帰係数の符号と相関係数の符

号が逆転していたため、これらの説明変数を除いた上

で重回帰分析を実施した。すると、「他社との差別化」

「将来の不安としての産地ブランド力不足」の偏回帰

係数が有意とならなかったため、これら２つの説明変

数も除いて再び重回帰分析を行った結果（分析Ｂ´

とする）を表９に示す。

　３項目による重回帰式の有意性は、F = 9.007 で、

１% 水準で有意であった。重決定係数 R ２は 0.205、

自由度調整済み重決定係数 R＊２は 0.182 となり、偏

回帰係数とその有意性を見ると、ここで投入した３つ

の項目は１% の水準で有意となっていた。なお、VIF

を検討した結果、多重共線性の疑わしい変数は見ら

れず、各説明変数間の相関係数は表 10 の通りいずれ

も有意な値がなかった。

　分析結果から求められる重回帰式は次の通りである。

Y=12.798 －1.041Xb1 －1.330Xb2 ＋ 0.836Xb3

〔ただし X b1：現状の問題点としての販路拡大（既存強

化）、X b2 ：（製品の）価格、X b3：現状の問題点として

の良質の労働力確保〕

　以上より、「現状の問題点としての販路拡大（既存

強化）」「（製品の）価格」「現状の問題点としての良質

の労働力確保」の３項目はともに「経常利益推移」に

有意な影響を及ぼしていることが分かった。

表９　符号逆転の説明変数を除いた重回帰分析結果（分析Ｂ ´） 表 10　各説明変数間の相関係数（分析Ｂ ´）

表 11　ステップワイズ法によるモデルの集計結果（分析Ｃ）

３．２．４．「年間売上高」を目的変数とした分析

　さらに表 11 には「年間売上高」を目的変数とした

モデルの集計結果を示した。これより「労働力の確保」

「現状の問題点としての営業力」「将来の不安としての

表 12　ステップワイズ法による重回帰分析結果（分析Ｃ）
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販路拡大（新規開拓）」「（製品）の品質」「将来の不

安としての産地ブランド力不足」「（製品の）アピール性」

の６項目によるモデル６について、重回帰分析の結果

（分析Ｃとする）を表 12 に示す。

　重回帰式の有意性は、F =9.267 で、１% 水準で有

意であった。重決定係数 R２は 0.426、自由度調整済

み重決定係数 R＊２は 0.380 となり、偏回帰係数とそ

の有意性を見ると、ここで投入した６項目は１% ～５%

の水準で有意であった。なお、目的変数と各説明変

数との相関係数の符号条件を見てみると、いずれも符

号逆転している説明変数は見られなかった。また VIF

を検討した結果、多重共線性の疑わしい変数は見ら

れず、各説明変数間の相関係数の絶対値は表 13 の

通りいずれも 0.9 未満であった。

　分析結果から求められる重回帰式は次の通りである。

Y= － 5.037 ＋ 0.588Xc1 － 0.573Xc2 ＋ 1.343Xc3 ＋

0.404Xc4 ＋ 0.317Xc5 － 0.371Xc6

〔ただし Xc1：労働力の確保、Xc2：現状の問題点として

の営業力、Xc3 ：（製品の）品質、Xc4：将来の不安とし

ての販路拡大（新規開拓）、Xc5：将来の不安としての

産地ブランド力不足、Xc6 ：（製品の）アピール性〕

　以上の分析の結果、「労働力の確保」「現状の問題

点としての営業力」「（製品）の品質」「将来の不安と

しての販路拡大（新規開拓）」「将来の不安としての産

地ブランド力不足」「（製品の）アピール性」の６項目

はともに「年間売上高」に有意な影響を及ぼしている

ことが分かった。

３．２．５．重回帰分析の結果の考察

　まず、分析Ａ´ で算出された偏回帰係数から、「労

働力の確保」は売上高推移と正の関係があり、「現状

の問題点としての販路拡大（既存強化）」と「産地ブラ

表 13　各説明変数間の相関係数（分析Ｃ）

図１　重回帰分析結果（分析Ａ ´）

ンド力の確立」は負の関係にあることがわかった。す

なわち「労働力の確保」をより問題視し重要視して

いる企業ほど、また「現状の問題点としての販路拡

大（既存強化）」や「産地ブランド力の確立」につ

いて問題視していない企業ほど、売上高の過去３年

間の平均的な増減傾向において高い正の数値になっ

ていることがわかった。

　この分析結果から作成した図１によれば、正の標準

偏回帰係数を伴う「労働力の確保」は、他に中程度

以上の相関がみられる説明変数がない。従って、一

事業者の中で、「労働力の確保」をより問題視するこ

とにより、「売上高の過去３年間の平均的な増減傾向」

がより高い正の数値に導かれると推察される。

　また、分析Ｂ´ で算出された偏回帰係数から、「現

状の問題点としての良質の労働力確保」をより問題視・

重要視している企業ほど、また「現状の問題点として
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の販路拡大（既存強化）」や「（製品の）価格」につ

いて問題視していない企業ほど、経常利益の過去３年

間の平均的な増減傾向において高い正の数値になっ

ていることがわかった。

　この分析結果から作成した図２によれば、「現状の

問題点としての販路拡大（既存強化）」や「（製品の）

価格」が負の標準偏回帰係数を伴っているのに対して、

「現状の問題点としての良質の労働力の確保」は正の

標準偏回帰係数を伴っており、他に中程度以上の相

関がみられる説明変数が存在しない。従って、一事

業者の中では、「現状の問題点としての良質の労働力

の確保」をより重要視することにより、「経常利益の

過去３年間の平均的な増減傾向」の変数の値がより

高い正の数値に導かれると推察される。

　さらに、分析Ｃで算出された偏回帰係数から、「労

働力の確保」や「（製品）の品質」、「将来の不安とし

ての販路拡大（新規開拓）」、「将来の不安としての産

地ブランド力不足」をより問題視し重要視している企

業ほど、また「現状の問題点としての営業力」や「（製

品の）アピール性」について問題視していない企業ほ

ど、高い年間売上高になっていることがわかった。

　この分析結果から作成した図３によれば、正の標準

偏回帰係数を伴う「労働力の確保」は、他に中程度

以上の相関がみられる説明変数がない。従って、一

事業者の中で、「労働力の確保」をより重要視するこ

とにより、目的変数である「年間売上高」がより高い

図２　重回帰分析結果（分析Ｂ ´）

図３　重回帰分析結果（分析Ｃ）

正の数値に導かれると推察される。

　以上の考察から、一事業者の中では、「労働力の確

保」をより重要視することで、「売上高の過去３年間

の平均的な増減傾向」や「年間売上高」がさらにプラ

スの値をとる可能性があること、また「現状の問題点

としての良質の労働力の確保」をより重要視すること

で、「経常利益の過去３年間の平均的な増減傾向」が

さらにプラスの値をとる可能性があることがわかった。

３．２．６．評定項目間の相関係数の検討

　前項で「労働力の確保」と「現状の問題点としての

良質の労働力の確保」という２つの説明変数が、利

益をプラスにもたらす要素であると指摘した。それで

はここでいう「労働力」とはどのような概念を指すだ

ろうか。「労働力の確保」と、相関係数が 0.6 以上あ

る他の説明変数について検討したものが図４である。

　「労働力の確保」と高い相関（0.7 以上）にある「現

状の問題点としての良質の労働力の確保」（0.764）と

「将来の不安としての良質の労働力の確保」（0.703）、

やや高い相関（0.6 以上）にある「現状の問題点とし

ての人材育成」（0.628）と「将来の不安としての人材

育成」（0.602）があり、さらに上記４つの説明変数

間にはいずれも 0.6 以上のやや高い相関が存在した。
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よって、「労働力の確保」をより重要視する際には、よ

り良質な人材育成という問題も密接に関わっているこ

とがわかった。

３．３．「組合」に関する要因についての分析

３．３．１．分散分析の実施方針

　今回のアンケート調査において、回答事業者が組

合活動に参加している状況をまとめたものが表 14 で

ある。

　このような状況の中で、アンケート調査では「組

合活動の参加」「組合での情報交換」「組合での技術

交流」「組合での事業実施」「組合での情報発信」が

それぞれ企業活性化に与える影響についても回答を

求めた。回答の選択肢として、組合の諸活動が活性

化に「寄与している」「関係がない」「悪影響を及ぼし

ている」という３つの水準があり、組合に対する意識

を問うものとなっている。そこで、事業者の持つ組合

に対しての意識の違いによって、製品開発に対する姿

勢や現状・将来的な事柄に対し不安視・重要視してい

る度合いなどに差が生じているかどうかに着目した。

　このため、「自社で製品開発する際に重要視する点」

と「自社で生産する製品について重要視する点」、「現

状の問題点」そして「近い将来に不安に感じる点」の

各質問項目を従属変数とし、上記５つの影響を要因と

した一元配置分散分析を行った。有意差があった場

合、その後の分析に多重比較としてテューキーの HSD

法を用いた。以下、要因毎に分析結果を示す。

３．３．２．「組合活動の参加が企業活性化に与える影

響」の分散分析による比較

　「組合活動の参加が企業活性化に与える影響」を要

因とした分析（分析①とする）の結果、「（製品の）納期」

（F (2,97) = 3.753, p <.05）と「デザイナーとの連携」（F 

表 15　分散分析結果（分析①）

図４　「労働力の確保」と 0.6 以上の相関がある説明変数

表 14　回答事業者の属性と組合参加状況とのクロス集計表

(2,97) = 3.751, p <.05）においては、５％水準で有意

な差がみられ、「組合活動の参加が企業活性化に与え

る影響」の主効果が認められたが、他の従属変数で

は差は認められなかった（表 15、付表１、付表２）。

　さらに多重比較を行った結果、「（製品の）納期」

については影響が「寄与している」の群は「関係がな

い（p ＜ .1）」「悪影響を及ぼしている（p ＜ .1）」のい

ずれの群に対しても、製品の納期を重要視している評

価がより低くなることに有意傾向が認められた（図５、

付表３）。また、「デザイナーとの連携」については影

響が「関係がない」の群は「悪影響を及ぼしている」
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の群に対し、デザイナーとの連携を重要視している評

価がより低くなることに有意差が認められた（p ＜ .05、

図６、付表３）。

　以上から、自社で製品開発を行う上で製品の納期

を重要視している事業者は、あまり重要視していない

事業者に比べて、組合活動の参加が企業活性化に関

係がない、あるいは悪影響を及ぼしている、と感じて

いる傾向があることがわかった。納期を重要視してい

る事業者は、組合活動の参加によってより多忙になり、

納期を守ることが困難になると感じている、という構

図が推察される。

　また、自社で製品開発を行う上でデザイナーとの連

携を重要視している事業者は、あまり重要視していな

い事業者に比べて、組合活動の参加が企業活性化に

悪影響を及ぼしている、と感じている傾向があること

もわかった。デザイナーとの連携を重要視している事

業者では、組合活動の参加によってより多忙になり、

デザイナーとの時間確保が困難になると感じている、

などの構図が推察される。

３．３．３．「組合での情報交換が企業活性化に与える

影響」の分散分析による比較

　「組合での情報交換が企業活性化に与える影響」を

要因とした分析（分析②とする）の結果、「現状の問

題点としてのリストラ」においては、10％水準で有意

傾向にある差が見られ（F (2,104) = 2.755, p <.1）、「組

合での情報交換が企業活性化に与える影響」の主効

図５　組合活動の参加が企業活性化に与える影響別の

（製品の）納期の平均値グラフ（分析①）

図６　組合活動の参加が企業活性化に与える影響別の

デザイナーとの連携の平均値グラフ（分析①）

図７　組合での情報交換が企業活性化に与える影響別の

現状の問題点としてのリストラの平均値グラフ（分析②）

表 16　分散分析結果（分析②）

果が認められたが、他の従属変数では差は認められ

なかった（表 16、付表４、付表５）。

　さらに多重比較を行った結果、「現状の問題点とし

てのリストラ」については影響が「寄与している」の

群は「関係がない」の群に対し、リストラを問題視し

ている評価がより低くなることに有意傾向が認められ

た（p <.1、図７、付表６）。

　以上から、現状の問題点としてのリストラを不安と

感じている事業者は、あまり不安に感じていない事

業者に比べて、組合での情報交換が企業活性化に関

係がないと感じている傾向があることがわかった。換
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言すれば、組合での情報交換を有効に活用している

事業者ほど、リストラといった労働者の人員整理に関

する悩みが少ない、という解釈が可能である。

３．３．４．「組合での技術交流が企業活性化に与える

影響」の分散分析による比較

　「組合での技術交流が企業活性化に与える影響」を

要因とした分析（分析③とする）の結果、「現状の問

題点としての製品開発能力」（F (2,102) = 5.815, p 

<.01）、「将来の不安としての情報の不足」（F (2,100) 

= 4.935, p <.01）、「将来の不安としての海外商品の流

入」（F (2,99) = 5.336, p <.01）に関して、１％水準で

有意な差が見られたほか、「現状の問題点としての販

路拡大（新規開拓）」（F (2,102) = 4.433, p <.05）、「現

状の問題点としての情報の不足」（F (2,102) = 4.429, 

p <.05）、「現状の問題点としての海外商品の流入」（F 

(2,102) = 4.061, p <.05）に関して、５％水準で有意

な差が見られ、また、「現状の問題点としての販路拡

大（既存強化）」（F (2,103) = 3.033, p <.1）、「将来の

不安としての営業力」（F (2,103) = 2.679, p <.1）、「将

来の不安としての設備の老朽化」（F (2,101) = 2.474, 

p <.1）、「将来の不安としての資金力の低下」（F (2,99) 

= 2.707, p <.1）、「将来の不安としての異業種からの参

入」（F (2,100) = 2.576, p <.1）に関して、10％水準

で有意傾向にある差が見られた。いずれも「組合での

技術交流が企業活性化に与える影響」の主効果が認

められたが、他の従属変数では差は認められなかった

（表 17、付表７、付表８）。

　さらに多重比較を行った結果、「現状の問題点とし

ての製品開発能力」「現状の問題点としての情報の不

足」「将来の不安としての情報の不足」「現状の問題

点としての販路拡大（新規開拓）」「現状の問題点とし

表 17　分散分析結果（分析③）

図８　組合での技術交流が企業活性化に与える影響別の

現状の問題点としての製品開発能力の平均値グラフ（分析③）

ての販路拡大（既存強化）」「将来の不安としての営業

力」に関して、影響が「悪影響を及ぼしている」の群

は「寄与している」「関係がない」のいずれの群に対

しても、上記６つの各質問項目を重要視している評価

がより低くなることに有意差または有意傾向が認めら

れた。なお p 値は、いずれも「寄与している」との差、
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「関係がない」との差の順で、「現状の問題点としての

製品開発能力（p ＜ .01、p ＜ .01、図８）」、「現状の問

題点としての情報の不足（p ＜ .05、p ＜ .05、図９）」、

「将来の不安としての情報の不足（p ＜ .05、p ＜ .01、

図 10）」「現状の問題点としての販路拡大（新規開拓）

（p ＜ .05、p ＜ .05、図 11）」「現状の問題点としての

販路拡大（既存強化）（p ＜ .1、p ＜ .05、図 12）」「将

来の不安としての営業力（p ＜ .1、p ＜ .1、図 13）」で

ある（付表９－１）。

　また、同様の多重比較の結果、「現状の問題点とし

ての海外商品の流入」と「将来の不安としての海外商

品の流入」に関しては、影響が「寄与している」の群

は「関係がない」「悪影響を及ぼしている」のいずれ

の群に対しても、現状の問題点あるいは将来の不安と

しての海外商品の流入を重要視している評価がより高

くなることに有意差あるいは有意傾向が認められた。

なお p 値は、いずれも「関係がない」との差、「悪影

響を及ぼしている」との差の順で、「現状の問題点と

しての海外商品の流入（p ＜ .1、p ＜ .05、図 14）」、「将

来の不安としての海外商品の流入（p ＜ .05、p ＜ .05、

図 15）」である（付表９－２）。

　さらに「将来の不安としての異業種からの参入」に

関しては、影響が「寄与している」の群は「悪影響を

与えている」の群に対し、将来の不安としての異業種

からの参入を重要視している評価がより高くなること

に有意傾向が認められた（p <.1、図 16、付表９－３）。

　以上から、現状で「製品開発能力」や「情報の不

図９　組合での技術交流が企業活性化に与える影響別の

現状の問題点としての情報の不足の平均値グラフ（分析③）

図 10　組合での技術交流が企業活性化に与える影響別の

将来の不安としての情報の不足の平均値グラフ（分析③）

図 11　組合での技術交流が企業活性化に与える影響別の

現状の問題点としての販路拡大（新規開拓）の平均値グラフ（分析③）

図 12　組合での技術交流が企業活性化に与える影響別の

現状の問題点としての販路拡大（既存強化）の平均値グラフ（分析③）

図 13　組合での技術交流が企業活性化に与える影響別の

将来の不安としての営業力の平均値グラフ（分析③）
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足」、「販路拡大（新規開拓、既存強化）」「海外商品

の流入」について、また将来における「情報の不足」

や「営業力」「海外商品の流入」「異業種からの参入」

について不安と感じていない事業者は、不安に感じ

ている事業者に比べて、組合での技術交流が企業活

性化に悪影響を及ぼしていると感じている傾向があ

ることがわかった。換言すれば、上記の様々な問題

に対して不安視・重要視している事業者には、組合

での技術交流が問題解決に寄与しているか、あるい

は解決までには至っていない、という状況であるの

に対し、様々な問題に対して不安視していない事業

者には、組合での技術交流によって悪影響を受けて

いるという状況と感じていることがわかる。即ち、

上に掲げた諸問題に対し不安感のない事業者にとっ

ては、技術交流という場が自社の技術やノウハウ、

顧客情報などが他社に流出する場でしかないと感じ

ている、といった解釈が可能である。

　さらに多重比較を行った結果、「将来の不安とし

ての設備の老朽化」「将来の不安としての資金力の

低下」に関して、影響が「寄与している」の群は「関

係がない」の群に対して、将来の不安としての設備

の老朽化や資金力の低下を重要視している評価がよ

り高くなることに有意傾向が認められた。（いずれ

も p ＜ .1、図 17、図 18、付表９－４）。

　以上から、将来における「設備の老朽化」や「資

金力の低下」について不安と感じていない事業者は、

不安に感じている事業者に比べて、組合での技術交

流が企業活性化に関係ないと感じている傾向がある

図 14　組合での技術交流が企業活性化に与える影響別の

現状の問題点としての海外商品の流入の平均値グラフ（分析③）

図 15　組合での技術交流が企業活性化に与える影響別の

将来の不安としての海外商品の流入の平均値グラフ（分析③）

図 16　組合での技術交流が企業活性化に与える影響別の

将来の不安としての異業種からの参入の平均値グラフ（分析③）

図 17　組合での技術交流が企業活性化に与える影響別の

将来の不安としての設備の老朽化の平均値グラフ（分析③）

図 18　組合での技術交流が企業活性化に与える影響別の

将来の不安としての資金力の低下の平均値グラフ（分析③）
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ことがわかった。換言すれば、上記の様々な問題に

対してより不安視・重要視している事業者は、組合

での技術交流が問題解決に寄与していると感じてい

るのに対し、問題に対して不安視していない事業者

には、組合での技術交流は企業活性化に関係ないと

感じていることがわかる。即ち、上に掲げた諸問題

に対し不安感を持つ事業者にとっては、技術交流と

いう場が、古い設備の有効活用の方法や限られた資

金でいかに設備投資すべきかといった経営判断に役

立っている、といった構図が推測できる。

３．３．５．「組合での事業実施が企業活性化に与え

る影響」の分散分析による比較

　「組合での事業実施が企業活性化に与える影響」

を要因とした分析（分析④とする）の結果、「現状

の問題点としての海外商品の流入」に関して、１％

水 準 で 有 意 な 差 が 見 ら れ（F (2,105) = 5.171, p 

<.01）、「組合での事業実施が企業活性化に与える影

響」の主効果が認められたが、他の従属変数では差

は認められなかった（表 18、付表 10、付表 11）。

　さらに多重比較を行った結果、「現状の問題点と

しての海外商品の流入」については影響が「寄与し

ている」の群は「関係がない」の群に対し、現状の

問題点としての海外商品の流入を問題視している

評価がより高くなることに有意差が認められた（p 

<.01、図 19、付表 12）。

　以上から、現状での「海外商品の流入」について

不安と感じていない事業者は、不安に感じている事

業者に比べて、組合での事業実施が企業活性化に関

係ないと感じている傾向があることがわかった。換

言すれば、「海外商品の流入」という問題に対し不

安感を持つ事業者にとっては、組合が実施する事業

表 18　分散分析結果（分析④）

表 19　分散分析結果（分析⑤）

図 19　組合での事業実施が企業活性化に与える影響別の

現状の問題点としての海外商品の流入の平均値グラフ（分析④）

を、海外商品への対抗策を講じる場として活用して

いる、といった構図が推測できる。

３．３．６．「組合での情報発信が企業活性化に与え

る影響」の分散分析による比較

　「組合での事業実施が企業活性化に与える影響」を

要因とした分析（分析⑤とする）の結果、「（製品の）

材質」に関して、５％水準で有意な差が見られたほか（F 

(2,100) = 4.201, p <.05）、「現状の問題点としてのリス

トラ」（F (2,105) = 3.006, p <.1）、「将来の不安として

の職場環境」（F (2,105) = 2.828, p <.1）、に関しては、

10％水準で有意傾向にある差が見られた。いずれも「組

合での情報発信が企業活性化に与える影響」の主効

果が認められたが、他の従属変数では差は認められ

なかった（表 19、付表 13、付表 14）。

　さらに多重比較を行った結果、「（製品の）材質」

については影響が「関係がない」の群は「悪影響を及

ぼしている」の群に対し、製品の材質を重要視して

いる評価がより高くなることに有意差が認められた（p 

<.05、図 20、付表 15）。
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図 20　組合での情報発信が企業活性化に与える影響別の

（製品の）材質の平均値グラフ（分析⑤）

図 21　組合での情報発信が企業活性化に与える影響別の

現状の問題点としてのリストラの平均値グラフ（分析⑤）

図 22　組合での情報発信が企業活性化に与える影響別の

将来の不安としての職場環境の平均値グラフ（分析⑤）

　また、「現状の問題点としてのリストラ」に関しては、

影響が「寄与している」の群は「関係がない」の群に

対し、現状の問題としてのリストラを重要視している

評価がより低くなることに有意差が認められ（p <.05、

図 21、付表 15）、「将来の不安としての職場環境」に

関しては、影響が「寄与している」の群は「関係がない」

の群に対し、将来の不安としての職場環境を重要視し

ている評価がより高くなることに有意傾向が認められ

た（p <.1、図 22、付表 15）。

　以上から、自社で製品開発を行う上で製品の材質

をあまり重要視していない事業者は、より重要視し

ている事業者に比べて、組合での情報発信が企業活

性化に悪影響を及ぼしている、と感じている傾向が

あることがわかった。製品の材質を重要視している

事業者は、組合による情報発信は自社の活性化に関

係がないと感じているのに対して、材質を重視して

いない事業者にとっては、組合の情報発信によって

原材料面のアピールが謳えないという自社の短所が

際立つことにつながってしまうと感じている、とい

う構図が推察される。

　また、現状での「リストラ」について不安と感じ

ていない事業者は、不安に感じている事業者に比べ

て、組合での情報発信が企業活性化に関係ないと感

じている傾向があることがわかった。換言すれば、

現状のリストラ問題に対して不安視・重要視してい

ない事業者は、組合での情報発信を有効に活用する

ことで問題解決につなげられていると感じているの

に対し、問題に対して不安視している事業者には、

組合での情報発信を企業活性化に関係ないのととら

え、組合に頼らずに解決に向けて苦悩している、と

いった構図が推測できる。
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①

・

・

②

組合活動への参加

製品の納期をより重要視している事業者は、企業

活性化に関係ない、あるいは悪影響を及ぼしてい

ると感じている。

デザイナーとの連携をより重要視している事業者は、

企業活性化に悪影響を及ぼしていると感じている。

組合での情報交換

３．３．７．分散分析の結果の考察

　以上の分散分析の結果を箇条書きでまとめると以

下のように示される。



現状の問題点としてのリストラをより不安視して

いる事業者は、企業活性化に関係がないと感じて

いる。

組合での技術交流

現状の問題点としての製品開発能力や情報の不

足、販路拡大（新規開拓・既存強化）、海外商品

の流入をより不安視している事業者は、企業活性

化に寄与している、あるいは関係がないと感じて

いる。

将来の不安としての情報の不足や海外商品の流

入、営業力、異業種からの参入をより不安視して

いる事業者は、企業活性化に寄与している、ある

いは関係がないと感じている。

将来の不安としての設備の老朽化や資金力の低下

をより不安視している事業者は、企業活性化に寄

与していると感じている。

組合での事業実施

現状の問題点としての海外商品の流入をより不安

視している事業者は、企業活性化に寄与している

と感じている。

組合での情報発信

製品の材質や現状の問題点としてのリストラをよ

り重要視・不安視している事業者は、企業活性化

に関係がないと感じている。

将来の不安としての職場環境をより不安視してい

る事業者は、企業活性化に寄与していると感じて

いる。

かにすることができた。今後は今回の調査結果を踏

まえて、各産地組合が伝統的工芸品産地の振興に果

たしている役割を明らかにし、その役割を果たそう

としている産地組合の存在価値や意義を明らかに

し、より強調する必要があると思われる。

４．本研究の限界と今後の課題

４．１．より的確な標本抽出の必要性

　本研究で実施したアンケート調査では、調査対象

となる回答者を NTT ハローページに登載された事

業者から抽出する手法を採った。しかしこの抽出方

法によって選ばれた事業者の中には、伝統的工芸品

の生産者の他に、組合には加盟しているものの実際

は小売業のみに従事している事業者や、組合に加盟

していない事業者が含まれていた。

　経済産業大臣が指定する伝統的工芸品の製造事業

者を調査対象とする場合、その工芸品の主たる産地

組合に対して国から「伝統的工芸品産業支援補助金」

が支給されていることから、必然的に産地組合に加

盟する事業者を調査対象とする必要性があると考え

られる。一方で、組合の役割に対する否定的意見を

聞く際には、組合に加盟せずに伝統工芸品を生産し

ている工芸作家まで調査範囲を広げるのが適当であ

るか検討を要する場合もあり得る。伝統工芸品の保

護育成行政に経済産業省と文部科学省という２つの

官庁が携わっていることなども考慮すると、今後は

アンケートの調査対象の階層化を講じる必要もあろ

う。

４．２．より的確なアンケート質問項目作成の必要性

　本アンケート質問紙は MRTC のデータ解析チー

ムが作成したものであるが、今後の継続的調査を実
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・

③

・

・

・

④

・

⑤

・

・

　このように、「組合活動への参加」「組合での情報

交換」「組合での技術交流」「組合での事業実施」「組

合での情報発信」という５側面から、事業者が組合

に対してプラスやマイナスに感じている実情を明ら



施する上で見直すべきと思われる質問内容や尺度設

定について以下確認する。

　まず、回答者の属性について、業種を尋ねる設問

があった（Q14）。これらの項目群は釜堀 [1998] の

「佐賀県デザイン振興ビジョン調査」で用いた質問

項目を踏襲・援用したものであるが、「医療品」な

ど伝統工芸産業の区分にそぐわないものもみられ

た。また、「衣料品」という区分は織物に携わる事

業者が選択することを想定して設定されていたが、

衣料品を生産しない織物分野の事業者が「その他」

を選ぶ傾向があった。伝統的工芸品産業振興協会

[2001][2003] は「陶磁器」「漆器」「木工・竹工品」

「金工品」「仏壇・仏具」「和紙」「文具」「織物」「人

形・こけし」など 15 ～ 17 品目に分類しているほか、

日本工芸会 [2000] も「陶芸」「染織」「漆芸」「金工」

「木竹工」「人形」「諸工芸」の７部門に分類している。

これらの分類法を踏まえた属性の設定が必要であろ

う。

　また、付表 16 －１～４は、「自社で製品開発す

る際に重要視する点」と「自社で生産する製品につ

いて重要視する点」、「現状の問題点」そして「近い

将来に不安に感じる点」の各質問項目間の相関係数

とその有意性検定の結果を表し、絶対値が 0.7 以上

の高い相関を示したものには二重下線を付してい

る。とりわけ「現状の問題点」と「近い将来に不安

に感じる点」における同じ質問項目同士の相関係数

は、ほぼ軒並み 0.7 以上の値が並んでいる。回答者

にとっては現時点と近い将来との差異を感じにくい

設問になっていた可能性がある。重回帰分析におい

ては単純に説明変数が多くなればなるほど重決定係

数 R ２は高くなる性質があるほか、高い相関がある

説明変数を含むと多重共線性が起きやすくなること

から、できるだけ重複のない最低限の項目のみを質

問紙に提示することが必要である。

　また、「自社で生産する製品について重要視する

点」10 項目については「問題である」を５、「問題

でない」を１とする５点リッカート尺度を設定して

いた。しかし、回答事業者からは「ほとんどの項目

は重要というより必要と思いますが、この問いの意

味があまりわかりません」「自社では良いので何も

問題ないけど必要事項として問うなら逆です」と

いったコメントがあり、「問題である」という言葉

の指す概念に曖昧さが存在していた可能性がある。

選択肢の文言設定についてさらなる検討が必要であ

る。

　また、高齢化が進んでいる伝統産業事業者特有の

傾向として、リッカート尺度のシステムを理解しな

いままに回答に臨んでいた事業者もみられた。質問

数は必要最小限にとどめ、より判別しやすい回答方

法の説明と的確な質問群を提示した質問紙の作成が

求められる。

４．３．より的確な分析手法の選択の必要性

　本稿ではアンケート調査結果の分析手法として重

回帰分析と分散分析を採用した。このうち重回帰分

析では、変数選択の方法としてステップワイズ法を

用いた。しかし、多重共線性への配慮に重点をおい

たことから、分析前に排除した説明変数が多く、重

決定係数 R2 の数値が低くなった。この問題点を解

決するためには、パス解析や共分散構造分析といっ

た手法を用い、直接効果と間接効果を求めることも

視野に置くべきである。さらに、今回のアンケート

調査の有効回答回収率が 15％程度にとどまってい
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た。回答の回収率を上げることももちろん肝要であ

るが、すでに得られたデータで因子分析を行い、合

成変数化したデータを用いて分析を進めることで、

より明確な結果が得られた可能性もある。いずれも

今後の課題として引き続き取り組んでいくべきであ

る。

４．４．「労働力」概念のさらなる分析の必要性

　本研究の分析結果から、伝統的工芸品の生産者に

おいては「労働力の確保」という問題意識を重視す

ることが肝要であることがわかった。

　一方で、ここでの「労働力」がどんな労働力を指

すのかをさらに尋ねる質問は、今回のアンケート調

査では設定していなかった。「人材育成」という項

目と中程度以上の相関があったことから、必要な労

働力としては単純労働者のパフォーマンスよりも熟

練労働者のパフォーマンスを指していると考えるこ

ともできる。しかし、男性と女性のどちらがより望

ましいのか、外国人労働者や障がい者の雇用の可能

性はあるのか、年代はただ若ければいいのかどうか

など、求められる労働者像の分析をさらに進めてい

くことが必要である。

４．５．事業者に求められる産地組合像の探求

　本研究の分析結果から、産地組合は製造事業者の

様々なニーズに応える必要性があることがわかっ

た。一方で近年、経済産業省は伝統的工芸品に指定

されている産地組合や事業者に対して、各事業の自

立化に不可欠な「伝統的工芸品産業支援補助金」の

獲得に必要な振興計画について、その策定スキルの

向上を呼び掛けている [ 伝統工芸品産業の自立化に

向けたガイドブック【第２版】　2017]。全国の伝

統的工芸品事業者アンケートによると、組合に対

する満足度が 38.2% であるのに対し、不満足度は

49.9% と、不満を感じている事業者の方が多く、事

業者は組合に、補助金申請や販路開拓を助けてもら

いたいと考えている [ 平成 28 年度伝統的工芸品産

業支援事業（伝統的工芸品関連事業者の自立化に向

けた調査）報告書　2017]。九州の各産地組合につ

いてさらに詳細な現状把握を行い、事業者と組合の

意識・施策等のギャップを埋めていくことが求めら

れる。

４．６．今後求められる伝統的工芸品産地調査の在

り方

　九州における伝統的工芸品産地の各事業者におい

ては、その事業規模や経営方針によって分類し、そ

のタイプを比較する手法が有用であると考えられ

る。

　例えば釜堀 [1998] は、佐賀県内の製造業を①作

る技術重視型②製品開発重視型③製品開発無関心型

④デザイン重視型⑤マネージメント重視型の５タイ

プに分類し、陶磁器・焼物系産業が⑤マネージメン

ト重視型にあたるとして分析を試みている。

　また、内山 [2018] は、唐津焼窯元の作陶目標と

いう目的変数を設定し、その説明変数として性別・

年齢・修業場所・材料へのこだわりなどを数値化す

る手法で唐津焼窯元の作陶傾向を分析している。こ

のようなセグメンテーション手法を他産地にも適用

して比較することで、九州の産地特性がより判然と

すると思われる。

　さらに、山田・伊藤 [2013] では、信楽焼産地の

分業構造の分析を通じて、窯元を①量産適応型②量

産創造型③機能統合創造型④自己完結創造型の４タ

イプに分類している。これらの分類法を用いること
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で、産地存続のメカニズムの解明に資する可能性も

ある。

　そして、伝統的工芸品産地調査・診断事業報告書

[2002] では、信州紬産地における製造事業者を①

伝統保持小規模型②伝統保持大規模型③創作的製品

指向型④多角化対応型の４つのタイプに分けて課題

の検討を進める手法がとられており、事業者の実情

を的確に表す区分法が採用されている。本アンケー

トでの回答者属性においても、従業員数や生産額と

いった単なる事業規模での測定にとどまらず、実際

の経営方針や生産している製品の指向性などを含め

た区分を設定することが必要である。

５．おわりに

　MRTC では、今回のアンケート調査を皮切りに、

解決すべき諸問題の絞り込みと優先順位付けをさら

に進め、伝統的工芸品産業の製品開発戦略や広報・

販売戦略を効果的かつ同時的にサポートできる組織

として取り組みを進めていく所存である。

＜付記＞

　アンケート調査の実施に当たっては、回答に協力

してくださった九州全域の伝統的工芸品産業の事業

者の皆様をはじめ、質問票作成・送付に尽力してく

ださった九州産業大学伝統みらい研究センターの

データ解析チームの諸先生方、並びに九州産業大学

産学連携支援室の方々に大変お世話になりました。

また、本稿作成に当たっては、匿名のレフェリーか

ら貴重なアドバイスやコメントを頂きました。ここ

に記して感謝の意を表します。
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付属資料１　アンケート調査に用いた質問紙
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付表１　記述統計量一覧（分析①） 付表６　多重比較の結果（分析②）

付表７　記述統計量一覧（分析③）

付表２　分散分析の結果（分析①）

付表３　多重比較の結果（分析①）

付表４　記述統計量一覧（分析②）

付表５　分散分析の結果（分析②）
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付表８　分散分析の結果（分析③） 付表９－１　多重比較の結果（分析③）

付表９－２　多重比較の結果（分析③）

付表９－３　多重比較の結果（分析③）
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付表９－４　多重比較の結果（分析③）

付表 13　記述統計量一覧（分析⑤）

付表 14　分散分析の結果（分析⑤）

付表 15　多重比較の結果（分析⑤）

付表 10　記述統計量一覧（分析④）

付表 11　分散分析の結果（分析④）

付表 12　多重比較の結果（分析④）
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付表 16 －１　説明変数間の相関係数
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付表 16 －２　説明変数間の相関係数
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付表 16 －３　説明変数間の相関係数
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付表 16 －４　説明変数間の相関係数


